
 

 

平成 25 年 10 月 1 日 

 

国土交通省及び一般社団法人環境不動産普及促進機構※1とのパートナー協定締結について 

～老朽・低未利用不動産の再生促進に向けた協力関係を構築～ 

 
 
足利銀行（頭取 藤澤 智）は、国土交通省（以下「国」）及び一般社団法人環境不

動産普及促進機構（以下「Re-Seed 機構」）との間で、老朽・低未利用不動産の再生

促進を目的としたパートナー協定を締結しましたので、下記の通り、お知らせいたし

ます。 

本協定は、地方都市の耐震・環境性能を有する良質な不動産形成を促進すべく、老

朽・低未利用不動産の改修、建替え又は開発を行い、地域再生・活性化に資するまち

づくり及び地球温暖化対策に貢献していくもので、国・Re-Seed 機構・地域金融機関

の三者が協力し、案件組成に向けた対応を行っていく趣旨の協定です。 

当行では、今後も引き続き、地域経済活性化をはじめ、地域社会への貢献に積極的

に取り組んでまいります。 

 
記 

 
１．協定内容 

協定先 
国土交通省 

一般社団法人環境不動産普及促進機構 

協定日 平成 25 年 10 月 1 日 

主な内容 

(1) 当行、国及び Re-Seed 機構は、相互に連携して「耐震・環境不動

産形成促進事業※2」（以下「本事業」）及び「改正不動産特定共

同事業法※3」の活用を促進する。 

(2) 当行は、国及び Re-Seed 機構からの情報提供を踏まえ、顧客に対

して、本事業等について適切な周知活動を行う。 

(3) 当行は、本事業の活用が見込まれる案件について、顧客の要望に

応じて、Re-Seed 機構に情報提供する。併せて、Re-Seed 機構が

適当と認める場合には、本事業を運営するファンドマネージャー

を顧客に紹介する。 

(4) 当行は、本事業等を対象とした個別案件について、融資や出資等

による与信等の取組みの検討を行う。 

 



 

 

２．地方都市における不動産の再生促進に向けた協力関係の構築イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1一般社団法人環境不動産普及促進機構 

耐震・環境性能を有する良質な不動産（環境不動産）の普及啓発、調査研究及び情報提供、

環境不動産の開発や環境不動産への改修等についての支援等を行うことにより、環境不動産

の供給を促進し、我が国の不動産の資産価値の向上及び不動産投資市場の活性化を図るとと

もに、地球温暖化防止及び持続可能な社会の実現に資するために、平成 25 年 2 月 14 日に設

立された組織 

※2 耐震・環境不動産形成促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元デベロッパー等

足利銀行

国土交通省

Re-Seed機構 ファンドマネージャー（FM）
（不動産運用会社）

金融機関から寄せられた個別案件情報を提供

パートナー協定パートナー協定

制度に関する
紹介・情報提供

案件相談

FMの紹介
制度に関する
紹介・情報提供

・相談窓口の設置
・融資メニューの設定

等FMの紹介

個別案件の
紹介・相談

基金設置法人：（一社）環境不動産普及促進機構

配当 LP出資・モニタリング

官民ファンド
官民ファンド

官民ファンド
投資事業有限責任組合

（LPS）

官民ファンド
官民ファンド

官民ファンド
投資事業有限責任組合

（LPS）

耐震・環境不動産支援基金
国費

(350億円)

国

GP出資

アセット・マネージャー
（AM）

ファンド・マネージャー
（FM）

（不動産運用会社）

不動産

※改修・建替え・
開発事業

民間からの
借入

民間からの
出資

不動産

※改修・建替え・
開発事業

民間からの
借入

民間からの
出資

Jリート・企業等

助言

将来的に
売却

配当（賃料・売却益等） 出資等
・モニタリング

ＬＰＳ
出資部分
(呼び水)

・前不動産所有者
・不動産会社 等

LPSからの支援額は、個々のSPCに対する
民間出資の同額以下に限定。
(例：通常、借入割合が50％であれば、LPS

からの出資額は最大で全事業費の25％)

建替え事業等に投資するLPSを
民間主導で組成

対象事業者（SPC等）
運営

融資

出資

50％以下 50％以上

※借入割合50％の場合

50％

50％

償還金銭は『耐震・環境不動産支援基金』に
繰り入れ → 再投融資へ

GP/LP出資

スポンサー等

足利銀行

 



 

 

 

※3改正不動産特定共同事業 

投資家から匿名組合契約に基づく出資を受けて、不動産の取引を行い、その収益を投資家に

分配する事業。これまでは不動産特定共同事業を行うために許可が必要であったものの、一定

の要件を満たした特別目的会社（SPC・特例事業者）については届出を行うことで不動産特定共

同事業を実施できるようにすること等の改正が 6 月に行われました（公布より 6 か月以内の施

行）。 

 

以 上 

 

 

 


